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自動運転の通年実用化に向けた取組の推進 

 

（内閣府、経済産業省、国土交通省、デジタル庁） 

【現状・課題】 

自動運転への期待が高まる中、その社会実装に向けては、国内の6割を占め
る積雪寒冷地への対応が必須であり、2030年冬季オリンピックの札幌開催の可
能性も視野に、本道をショーケースとして、日本の積雪寒冷地対応技術を世界
に発信するため、自動運転の研究開発や社会実証試験の促進に向けた取組を本
道で進めていくことが重要である。 

 
【提案・要望事項】   

(1)自動運転の通年実用化に向けた取組工程の明確化 
（内閣府、経済産業省、国土交通省、デジタル庁） 

(2)予防安全性能評価への積雪寒冷地対応に関する評価項目追加 

（内閣府、経済産業省、国土交通省） 

(3)積雪寒冷地対応の研究開発等の拠点となる実証試験施設の整備 

（内閣府、経済産業省、国土交通省） 

(4)積雪寒冷地における実証試験の実施及びサービス導入への支援 

（内閣府、経済産業省、国土交通省、デジタル庁） 

 
【提案・要望の内容】                                                       
① 自動運転の通年実用化に向け、積雪寒冷地対応技術の研究開発の必要性を
官民で共有し、その取組を加速するため、2030年冬季オリンピックの開催地
動向も踏まえつつ、「官民ＩＴＳ構想・ロードマップ」に必要な取組工程を
明記すること。 
   

② 予防安全性能評価(自動車アセスメント)へ積雪寒冷地対応に関する評価項
目を追加し、その有効性をユーザーに広く周知するとともに、積雪寒冷地に
おけるユーザーの運転負担軽減のため、衝突被害軽減ブレーキなど先進予防
安全技術の雪道や凍結路面への対応を強化すること。 

 
③ 積雪寒冷地における自動運転に必要である、道路インフラ等の路車間協調
を含む研究開発や予防安全性能評価の拠点となる実証試験施設を、交通アク
セスなどの諸条件で優位性のある苫小牧東部地域に整備すること。 
   

④ 高速道路における２車線区間でのトラック隊列走行を含む、積雪寒冷地に
おける自動運転の社会実装に必要な技術実証試験について、本道を先導モデ
ルとして実施するとともに、積雪寒冷下に対応した自動運転による移動サー
ビス導入に必要な支援を行うこと。 

７ 
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宇宙産業の成長産業化に向けた支援の充実・強化 

 

（内閣府、文部科学省、経済産業省） 

【現状・課題】 

道内では、令和元年に民間事業者単独開発では国内初となる宇宙空間へのロ
ケット打上げが成功する中、大樹町等の関係者が、我が国で唯一、多様な主体
が利用可能な民間ロケット射場の実現に向けた検討を行うなど、宇宙産業への
機運が高まっている。道では、産学官で構成する「北海道宇宙関連ビジネス創
出連携会議」を設置し、宇宙機器産業と宇宙利用産業を両輪で推進して宇宙産
業の成長産業化に取り組んでおり、国が目指す宇宙産業の市場規模倍増及びア
ジアにおける宇宙ビジネスの中核拠点化のためには、こうした地域の取組に対
する支援の充実・加速化が必要である。 

 
【提案・要望事項】   

(1) 射場の整備・安定的な運営に対する支援制度の創設、制度環境の整備 
（内閣府、文部科学省、経済産業省） 

(2) ロケットや人工衛星等の開発及び事業化に対する支援の充実 

（内閣府、文部科学省、経済産業省） 

(3) 衛星データの利用に係る技術実証に対する支援の充実 

（内閣府、文部科学省、経済産業省） 
 
【提案・要望の内容】                                                       

① 宇宙産業の成長産業化に大きく貢献する大樹町の射場の整備・安定的な運
営に対する支援制度を創設するとともに、海域利用の機会確保に向けた制度
の創設や外国籍ロケットの国内打上げに向けた制度・手続等の整備など、宇
宙ビジネスの中核拠点化に必要な制度環境を整備すること。 

② 道内の産学官が連携して推進している宇宙機器産業について、ロケットや
人工衛星等の開発に対する支援の充実を図るとともに、宇宙ベンチャーに対
する出資などによる十分なリスクマネーの供給や多様な人材の宇宙分野への
取り込みなどによる人材基盤の強化によって事業化を支援すること。 

③ 本道における宇宙利用産業の推進に向けて、衛星データを利用した新たな
ビジネスの創出を加速するため、事業化に必要な技術実証に対する支援の充
実を図ること。 

８ 



「ZERO」の打上げを想定し設計、
整備が進むLC-1射場の想像図（大樹町）

大樹町で開発されている
超小型衛星打上げロケット「ZERO」

衛星データを活用した
海洋情報提供サービス

（(株)グリーン＆ライフ・イノベーション）

測位システムを活用した無人トラクター
（北海道大学）

ハイパースペクトルカメラを
搭載した超小型衛星「雷神2」

（北海道大学）

肥料調節を行うための農作物の成育
マップ（スペースアグリ(株)）

観測ロケットMOMOにより日本
で民間初の宇宙到達に成功

 2023年頃の打上げを目指し開
発が進む「ZERO」で超小型衛
星打上げ市場に参入

【課題】
 ZERO開発に必要な資金と人員
射場の整備と安定的な運営
手続など制度環境の整備

大樹町で進められている北海道スペースポートの整備とロケットの打上げ

【課題】
開発に必要な資金と人員
ビジネス創出に必要な実証機会の獲得

宇宙産業の成長産業化に向けた本道の取組

北海道宇宙関連ビジネス創出連携会議
（運営：北海道）

・宇宙機器関連産業に関する情報提供
・道内企業のマッチング機会の提供等

・会員への情報提供、相談対応等

宇宙機器
（ロケットや人工衛星などの開発製造等）

宇宙利用
（衛星データを利用したサービス等）

・宇宙利用産業に関する情報提供
・具体的な事業化に向けた専門的助言等

北海道宇宙関連ビジネス創出連携会議

大学研究者 研究機関

業界団体 経済団体

金融機関 行政機関

道内
企業

道内
企業

道内
企業

登録 登録

構成メンバー

民間企業

「宇宙機器」と「宇宙利用」の
２分野の取組を展開

■ロケット等宇宙機器開発の取組

■衛星データを活用した取組

©IST(株)

2021年7月に連続打上成功した
観測ロケットMOMO7号機(左)/6号機(右)

©IST(株)

©SPACE COTAN(株)

本道における取組への支援の充実・加速化により、「我が国のアジアにおける
宇宙ビジネスの中核拠点化」及び「宇宙産業の規模を2030年代早期に倍増」の
実現に向け大きく前進
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本道の優位性を活かした企業立地の促進 

 

（内閣府、総務省、財務省、経済産業省、環境省、デジタル庁） 

【現状・課題】 

本道経済の活性化には、社会経済情勢の変化も踏まえながら、豊富な再生可

能エネルギーといった地域の優位性を活かした企業誘致やインフラ整備を推進

し、本道への企業集積を促進していく必要がある。 

【提案・要望事項】   

(1)国のデータセンターの本道設置や民間データセンター等の地方分散の支援継続 
(総務省、経済産業省、環境省、デジタル庁) 

(2)本道と首都圏を結ぶ太平洋側の光海底通信ケーブルなどの整備への支援  

                      （総務省、経済産業省） 

(3)サプライチェーン分断リスクの低減等に向けた地方への企業立地促進への支援 

         （内閣府、総務省、財務省、経済産業省） 

(4)首都圏企業のサテライトオフィス等拠点の本道への誘致に対する支援継続 
                            （内閣府、総務省） 

 

【提案・要望の内容】                                                       

①  国内データのレジリエンスの観点から、政府のデータの保管先として、民

間のデータセンターの活用を含め、本道に国のデータセンターを設置すると

ともに、デジタルインフラの地方分散に向けた再エネを活用した民間データ

センターの国内拠点やインターネット通信の交換拠点(ＩＸ)等の本道への整

備に対する支援を継続すること。 

 

②  本道への大規模データセンターの集積に向け、本道と首都圏を直接結ぶ太

平洋側の光海底ケーブルの整備に加え、道内の通信拠点やデータセンターが

立地する地域間を結ぶ事業者用大容量光ファイバの整備を支援すること。 

 

③  経済安全保障や自然災害等による首都圏等との同時被災リスク低減の観点

によるサプライチェーンの強靱化に向けた工場等の整備への支援を行うとと

もに、地方への企業立地の動きを更に活発化させ、企業のリスク分散を促進

するため、設備投資に対する大型の助成や地方拠点強化税制における雇用の

認定要件の緩和、地域未来投資促進法における適用期限の延長及び税制の拡

充を図ること。 

 

④  首都圏企業の地方への拠点分散や地方での新しい働き方推進の動きが顕在

化する中、サテライトオフィスや本社機能の本道への誘致に対する支援を継

続すること。 

９ 
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本道の優位性を活かしたイノベーションの創出 

 

（内閣府、文部科学省、農林水産省、経済産業省） 

【現状・課題】 

本道経済の活性化には、食・健康・医療をはじめとした優位性を有する分野
において、科学技術を活用した地域イノベーションを創出し、新たな産業を育
成するとともに、生産性向上などの課題解決を図ることが必要である。 

 
【提案・要望事項】   

(1)地域イノベーション創出に向けた取組を支援する制度の拡充 
（内閣府、文部科学省、農林水産省、経済産業省） 

(2)企業と全国の大学等のマッチングと産学間連携を支援する制度の充実 

（文部科学省） 
 
【提案・要望の内容】                                                       
①  食や健康、医療をはじめとした本道が優位性を有する分野等において、 
ＡＩやロボットなどの先端技術を有効活用しながら、科学技術による地域イ
ノベーション創出に向けた取組を長期的な視点に立って進めるため、共創の
場形成支援や地方大学・地域産業創生交付金事業の拡充など、新産業・雇用
創出などを先導する取組を一体的に支援する府省連携の総合振興パッケージ
の充実を図ること。 

   
②  道内外の特色ある研究シーズは、道内企業等の課題解決に資することか
ら、地域企業と全国の大学等をマッチングするマッチングプランナーを本道
の広域性を配慮し複数配置するとともに、研究開発から実用化までの産学連
携の取組を一貫して支援する制度を充実すること。 
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H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

令和２年度
（2020年度）

実績

全国応募件数 全国採択数（道内採択数） 倍率

1,524件 339件（19件） 4.5倍

 研究シーズを本格的な産学官共同研究に発展させ、地域産業構造の改革にまで結びつけるためには国の継続的な支援が重要

●オフィス所在地
（道内にオフィス無し）

 マッチングプランナーが産学連携の芽出しを支援するJST事業 研究成果最適展開支援プログラム
（A-STEPトライアウト、産学協同「育成型」 ）は、高い成果をあげている。

地域イノベーション創出に向けた取組

新たな研究開発への支援

道内企業等と全国の大学等とのマッチング支援

【参考】文部科学省事業への提案状況

H28 H29 H30 R1 R2 R3
提案 全国（道内） 63(1) 41(2) 27(4) 55(3) 18(0) 127(4)

採択 全国（道内） 22(0) 10(0) 5(0) 6(1) 2(0) 17(2)
2.9 4.1 5.4 9.2 9.0 7.5

区　分

採択倍率

食と健康の達人拠点［COI］

カーボンニュートラルな食料
生産コミュニティの形成拠
点［COI－NEXT（共
創・育成型）］

革新的リモートセンシング事業の創成
［地域イノベーション・エコシステム形成

プログラム］

事
業
終
了

こころとカラダのライフデザイ
ン共創拠点［COIｰ
NEXT（地域共創・本格
型）］

 本道が優位性を有する分野において、先端技術等を活用したイノベーション創出拠点等を創出し、新産業・雇用創出を先導す
る取組支援が必要

R12
まで
継続

さっぽろヘルスイノベーション’Smart-H’ 
［地域イノベーション戦略支援プログラム］

事
業
終
了

函館マリンバイオクラスター
［地域イノベーション戦略支
援プログラム（グローバル

型）］

とかちABCプロジェクト［地域
イノベーション戦略支援プログ

ラム（都市エリア型（発
展））］

北海道独自の研究開発補助金による支援（令和2年度支援）

ウニ用配合飼料開発を目指した核内受容体COUP-TFのリガンドの特定

栄養・味・色味の3拍子揃ったパン用全粒粉向け道産白粒小麦品種の開発

平飼い鶏卵の高付加価値化を目指した味と卵成分の評価

装具へのCFRTP導入のための成形方法及び成形装置の開発

リガンド競合法と高容量シリカ不織布を用いた検査法と簡易検査キット開発

機能再生を目指す人工赤血球含有保存液による肝臓灌流保存システムの研究

炎症性腸疾患に対する細胞ファイバ技術を用いた間葉系幹細胞療法の開発

抗酸化物質ピセアタンノールの実用化に向けた基礎研究

深層学習を用いた婦人科細胞診診断支援システムの確立について

帯水層を活用した高効率地中熱交換器による最適採熱設計技術の構築

新規多糖包接錯体を基盤物質に用いる機能性センサ材料の創出

AI活用のための国際規格対応圃場農業機械情報ハブ基盤開発

ホログラフィックコンピューティングによるカーリング支援システムの構築

イネ直播栽培技術確立に資する乳酸菌由来バイオスティミュラントの開発

循環型農業実現のための未利用資源を組み合わせた融雪剤の開発

プラチナ触媒による青果物鮮度保持の貯蔵庫での検証

超低侵襲放射線金マーカを迅速に導入する注射針

深層学習を用いたバス車内モニタリングシステムの開発

年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30 年度 R元年度 R2年度

共同研究件数 1,007件 1,133件 1,308件 1,406 1,543件 1,551件 1,508件

 北海道独自の補助金により、産学が連携した研究開発に対し毎年約20テーマを支援

 産学官共同研究の件数（北海道調べ）

事
業
終
了

事
業
終
了

事
業
終
了


